
 

 

○第二東京弁護士会会則（抜粋） 

 

   第3章 弁護士道徳 

第22条の2 弁護士会員は、会規に定めるところにより公益活動等を行う。 

                                              

○会員の公益活動等に関する会規 

 (制定 平成4年 5月 27日会規第3号) 

改正 平成13年 5月 29日会規第1号    改正 平成14年 1月 15日会規第3号 

全部改正 平成15年 2月 25日会規第3号  改正 平成17年 2月 23日会規第5号 

改正 平成18年 5月 30日会規第2号    改正 平成18年 11月 27日会規第5号 

改正 平成19年 1月 11日会規第1号    改正 平成19年 3月 12日 会則第5号改正に伴う改正 

改正 平成20年 10月 1日会規第5号    改正 平成26年 1月 10日会規第6号 

改正 平成27年 3月 23日会規第6号    改正 平成27年 11月 17日会規第13号 

改正 平成27年 11月 17日会規第14号   改正 平成29年 3月 27日会規第3号 

改正 令和元年5月28日会規第1号 

 

(目的) 

第 1条 この会規は、第二東京弁護士会会則第22条の2、弁護士法人会員会規(平成14年会規第1

号)第 19条及び外国法事務弁護士特別会員及び外国法事務弁護士法人特別会員会規(昭和62年会

規第1号)第3条の2に基づき、弁護士会員、弁護士法人会員、外国法事務弁護士特別会員及び外

国法事務弁護士法人特別会員が行う公益活動等に関して必要な事項を定める。 

 

(公益活動等の内容) 

第 2条 公益活動等とは、次に定めるものをいう。 

(1) 市民に提供する法律事務としての次の活動 

ア 国選弁護人としての活動 

イ 国選付添人としての活動 

ウ 国選医療観察付添人としての活動 

エ 当番弁護士としての活動 

オ 法律扶助事件に関する活動 

カ 会員の公益活動等に関する実施規則(平成15年規則第12号。以下「実施規則」という。)

で定める法律相談の担当者としての活動 

(2) 弁護士会活動のうち次の活動 

ア 本会若しくは日本弁護士連合会の会長、副会長、監事若しくは嘱託、本会の事務局長、日

本弁護士連合会の事務総長若しくは事務次長、関東弁護士会連合会の理事長若しくは副理事

長又は本会多摩支部の支部長若しくは副支部長としての活動 

イ 本会、日本弁護士連合会、関東弁護士会連合会又は東京三弁護士会の委員会の委員又は幹

事としての活動 

ウ 本会の常議員、日本弁護士連合会の代議員若しくは理事又は関東弁護士会連合会の理事と

しての活動 

エ 弁護士会が運営する仲裁又は裁判外紛争解決(ADR)機関における仲裁人、あっせん人その他

名称のいかんを問わず、仲裁手続、和解あっせん手続若しくは示談あっせん手続を主催する

者又はこれらの手続における補助者としての活動 

 

 

オ 実施規則で定める本会、日本弁護士連合会又は関東弁護士会連合会における活動 

カ その他、本会、日本弁護士連合会、関東弁護士会連合会又は実施規則に定める団体の委嘱

した事項に関する活動 

(3) その他の次の活動(前2号に該当する場合を除く。) 

ア 法令により官公署が委嘱した事項に関する活動で、実施規則に定めるもの 

イ 官公署に対して、無償又は低額な報酬で行う、法律事務の提供(アに該当する場合を除

く。) 

ウ 人権の擁護、公的な権利の保障又は社会的・経済的弱者への支援若しくは教育を目的とす

る団体又は組織に対して、無償又は低額な報酬で行う、法律事務の提供 

エ 犯罪被害者、障害者その他社会的・経済的弱者に対して、無償又は低額な報酬で行う、法

律事務の提供 

オ 法律若しくは司法制度の改善又は法律若しくは法律事務に関する教育のための活動で、実

施規則に定めるもの 

 

(公益活動等の実行等) 

第 3条 弁護士会員は、前条第1号に掲げる活動として、毎年度、次の各号に掲げる事件のいずれか

を少なくとも1件受任しなければならない。 

(1) 国選弁護事件 

(2) 国選付添人事件 

(3) 国選医療観察付添事件 

(4) 国選被害者参加弁護事件 

(5) 当番弁護士として接見のうえ受任した刑事弁護事件及び少年保護事件 

(6) 法律扶助事件 

2 弁護士会員は、前項の規定による活動をした場合を除き、次に掲げる活動を、毎年度、合計10時

間以上行わなければならない。 

(1) 前条第1号エの活動のうち、受任に至らなかった刑事弁護事件及び少年保護事件における活

動 

(2) 前条第1号カに掲げる活動 

(3) 前条第2号に掲げる活動 

(4) 前条第3号に掲げる活動 

3 別表第1に掲げる役職にある弁護士会員については、当該役職にある年度において、前項の規定

による活動を行ったものとみなす。 

4 別表第2に掲げる役職にある弁護士会員については、当該役職にある旨を本会に申告した場合に

限り、当該役職にある年度において、第2項の規定による活動を行ったものとみなす。 

5 前条第2号イに掲げる活動については、第2項の規定の適用に当たっては、委員会への出席1回

を2時間の活動とみなす。 

6 前項の出席には、委員会一般規則（平成14年規則第17号）の定めるところにより、委員会が電

子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって会長が定めるも

のを利用した会議への参加を出席とみなしたものを含む。 

7 弁護士会員は、毎年4月30日までに、前年度において第1項第6号又は第2項の規定による活動

を行った場合にあっては活動内容及び活動時間数を、前年度において公益活動等を行わなかった

場合にあってはその旨を、本会に申告しなければならない。ただし、前年度において別表第1に

掲げる役職にあった弁護士会員又は本会がウェブサイトに当該弁護士会員の公益活動として掲載

した活動については、この限りでない。 

8 弁護士会員は、公益活動等に積極的に参加するよう努めなければならない。 
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